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この調査の要 旨

目的 一般診療所に従事するマッサージ師及び鍼灸師の就業者数、業務実態、雇用ニーズ等
を把握 し、今後の地域医療と当該学校養成施設における職域開拓の在り方検討の基礎資料を

得る。

方法 全国6ブロックから、無作為に選定した大阪府、福島県、茨城県、富山県、鳥取県、沖
縄県の域内全ての一般診療所 13,808件 (2008年 12月 1日現在)の中から、地域ごとに比例抽

出した2,000件 (14.6%)を対象に、質問紙による郵送調査を2009年 2月 に行った。

結果 498施設からの回答 (有効回答率25.7%)か ら、わが国の一般診療所総数99=083件 (同
年 10月 1日現在)の うち、マッサージ導入施設は概数で6,980施設 (7.0%)、 鍼灸導入施設は

5,550施設 (5.6%)と 推計された。これらの施設に推定でマッサージ業務に 15,750人 、鍼灸業

務に8,320人が従事 していた。マッサージ従事者の内訳は、マッサージ師6,570人、柔道整

復師4,180人、鍼灸師 1:390人、理学療法± 1,190人、無免許者 1,990人。また鍼灸従事者

の内訳は、医師3,960人 、鍼灸師4,360人 と推計された。一方、マッサージ師と鍼灸師の雇

用に対 し、費用面で満足 している施設はマッサージ師が60,7%、 鍼灸師が64.3%。 患者二一

ズ面の満足率は、同順で75.9%と 85.7%だ った。また、今後の雇用に積極的な診療所は、全

体で、マッサージ師が1.8%(1,783施設 )、 鍼灸師が1.2%(1,208施設)と 推計された。

考察 診療所に従事するマッサージ師は減少傾向にあり、その背景に理学療法士と柔道整復
師の急増が関与 している可能性が高い。全国 1,000件の診療所に2,000人 の無免許者がマッ

サージに従事 していたことは、健全な国民衛生の向上と正統な医療従事者の身分保全の点か

ら憂慮すべきである。一方、鍼灸従事者の約半数を医師が占めていたことは鍼灸への理解が

根ざしつつあることを示唆しており喜ばしいが、鍼灸の普及が鍼灸師の雇用拡大と必ずしも

イコールにならないことを合意している。

結語 低かった回答率など、いくつかの課題を含みつつも、診療所におけるマッサージ及び
鍼灸業務従事者の実態と雇用ニーズ等を明らかにした本調査の意義は大きいといえる。
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「前編」(2010年 3月号 p.86～ 95)に続き、「後

編」は鍼灸に関する領域の結果と全体の考察に

ついて報告する。

Ⅳ。結果年前刷より続き) 」J
4.鍼灸に関する領域について

(1)鍼灸導入施設の推定件数

鍼灸療法を実施している診療所は、対象とし

た498施設全体の28施設 (5.6%)だったので、全

国における鍼灸導入施設数は5,549施設 (0.056×

99,083件 )と推計された (資料 17)。

なお、鍼灸導入診療所の6地域ごとの割合を

比較したところ地域間の偏在は認められなかっ

た。

(2)鍼灸業務従事者の推定人員

鍼灸を導入している28施設に対し、鍼灸業務

従事者の人員をたずねたところ、常勤と非常勤

を合わせて42人で、1施設当たりの平均従事者

数は1.5人だった。したがって、全国の鍼灸を

導入 している5,549施設に、推定で8,324人

(5,549件 ×1.5人)が鍼灸業務に従事しているこ

とになる。

一方、上記42人について、所持している医療

免許をたずねたところ、医師が20人 (47.6%)、

鍼灸師が22人 (52.4%)で両者ほぼ同数だった(資

資料17 鍼灸業務を実施している施設

実施している

28施設
(5.6%)

料 18)。 したがって、この比率で上記8,324人を

案分すると、医師の鍼灸従事者数が3,962人

(8,324人 ×0.476)、 鍼灸師による鍼灸従事者数

が4,362人 (8,324人 ×0.524)と 推計された。

(3)鍼灸業務従事者の免許別構成から見た診療

所の類型

上記28施設について、鍼灸業務従事者の構

成を医師と鍼灸師の組み合わせから以下の3類

型に分類した。

類型A:医師のみが従事している診療所

類型B:鍼灸師のみが従事している診療所

類型C:医師と鍼灸師が共に従事している診

療所

その結果、類型Aに属する診療所が13施設

(46.4%)で最も多く、類型Bが 11施設 (39.3%)、

類型Cが 4施設 (14.3%)の順であった(資料 19)。

したがって、鍼灸導入28施設のうち、鍼灸業

務に医師が従事している診療所は17施設 (類型

A十類型 B)、 鍼灸師が従事している診療所は15

施設 (類型B+類型C)で、対象施設全体の比率

では、医師従事施設が3.2%(17÷ 498)、 鍼灸師

従事施設が3.0%(15■498)であった。

よって、全国の診療所のうち、鍼灸師を雇用

している施設数は2,984施設 (0.30× 99,083件 )

と推計された。

資料 18 鍼灸業務実施者の所持免許別内訳
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(4)鍼灸師の視覚障害別人員数

診療所 tこ雇用されている鍼灸師22人を視覚

障害別で見たところ、「視覚障害あり」は6名

(27.3%)、 「視覚障害なし」が16人 (72,7%)で、

鍼灸師に占める視覚障害者の割合はマッサージ

師の同割合 (24.4%)よ り3ポイントほど高かった

(資料20)。

(5)鍼灸師雇用に対する満足度

対象となる15施設に、鍼灸師を雇用している

ことに対する満足度を費用対効果と患者ニーズ

の二つの側面からたずねた。

1)費用対効果の満足度

回答のあった14施設のうち、「大変満足してい

る」の4施設 (35.7%)と 「ある程度満足してい

全く満足
していない
1施設 (7%)

大変満足
している
4施設 (28%)

あまり満足
していない
4施設 (29%)

ある程度満足
している
5施設 (36%)

る」の5施設 (28.6%)を合わせた満足群は9施設

(64.3%)、 「あまり満足していない」の4施設

(28.6%)と「全く満足していない」の1施設 (7.1%)

を合わせた非満足群は5施設 (35。 7%)であった

(資料21)。

これをマッサージ師の雇用に対する意識と比

べると、「大変満足している」の割合が14.3ポイ

ント上回り、結果として満足群の割合が3.6ポ

イント高かった。

2)患者ニーズの満足度

患者ニーズについてたずねたところ、回答の

あった14施設のうち、「大変満足している」の2

施設(14.3%)と「ある程度満足している」の10施設
し

(71.4%)を合わせた満足群は12施設 (85。7%)で

全く満足
していない 大変満足

2施設(14% している

2施設 (14%)

あまり満足
していない
0施設 (0%)

資料 19 鍼灸業務従事者の所持免許から見た施設
類型

資料20 鍼灸業務従事者の所持免許別内訳

医師十鍼灸師
4施設
(14%)

資料21 費用対効果からみた鍼灸師雇用の満足度 資料22 患者ニーズからみた鍼灸師雇用の満足度

ある程度満足
している
10施設 (72%)
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資料23 鍼灸師の雇用意向

雇用希望の

意識
施設数 構成割合

雇用希望
意向あり

積極的に

雇用 したい
6 1.2%

5.9%
ある程度
考えている

23 4.7%

雇用希望
意向なし

あまり考えて
いない

95 19.3%

94.0%
全く考えて
いない

367 74.7%

合  計 492 100.0%

あった。一方、非満足群は「全く満足していな

い」の2施設 (14.3%)のみであった (資料22)。

これをマッサージ師の雇用に対する意識と比

べると、満足群の割合が9.8ポイント上回った

が、「大変満足している」の割合に着目すると、

27.1ポ イントも下回り、費用対効果の満足度と

対照的な結果を見せた。

(6)今後の鍼灸師の雇用意向

今後の鍼灸師の雇用意向の有無を全ての診療

所にたずねたところ、回答のあった492施設の

うち、「積極的に雇用したい」の6施設 (1.2%)と

「ある程度考えている」の23施設 (4.7%)を合わせ

た「雇用意向あり群」が29施設 (5.9%)だったの

に対し、「あまり考えていない」の95施設 (19.3%)

と「全く考えていない」の367施設 (74.7%)を

合わせた「雇用意向なし群」は463施設 (94.0%)

であった (資料23)。

なお、「積極的に雇用したい」の1.2%を全国の

診療所総数に挿入すると、1189施設 (0.012×

99,083)と なる。

V.考 察    」」
1.標本の代表性について

本調査で抽出した2,000施設は、対象域内に

おける診療所総数 13,808施設の約15%を 6府県

ごとに比例抽出した標本であり、統計的に一定

の信頼性は有していると思われる。しかし、地

域が限られていた上に、標本規模が母集団 (全

国)の 2%に すぎなかったこと、有効回答率

(25。7%)が低かったため非回答となった多くの診

療所の実態が不明であること等の理由から、回

収された498施設の統計的代表性については疑

間が残る。この点について、属性調査の結果 〔本

誌2010年 3月号 p.88Ⅳ .結果 2.標本の属性〕

を手がかりに若干の検証を試みてみた。

まず、498施設の「整形外科」と「リハビリテー

ション科」の開設率を全国の診療所統計と比べ

て見ると、「整形外科」では1.9ポイントの僅差で

あり、「リハビリテーション科」でも3.9ポイント

差だった 〔以降同 p.88 Ⅳ.2.(2)〕。また、病床

の有無別構成割合では、無床と有床のそれぞれ

の誤差は3.2ポイントずつであった〔同 p.88 Ⅳ.

2.(3)〕。

以上の結果から、有効回答の498施設は比較

的小さい偏りで回収されていて、限界はあるも

のの、全国の診療所を一定の精度で縮約した標

本であるといえる。

2,診療所におけるマッサージ従事者の現況と

課題

(1)マ ッサージ師について

本論では、全国でマッサージを業務として導

入している診療所を概算で推定6,980施設とした

上で、これらの施設でマッサージに従事している

人員を15,718人 と推計した〔同 p.90Ⅳ .3.(3)〕 。

このうちマッサージ師は、5,570施設に概数で

推定6,566人が従事しており、「(7)マ ッサージ師

の勤務形態」〔同 p.93 Ⅳ.3.(7)〕 から、推定で、

3,362人 (6,566人 ×0.512)の常勤者と2,239人

(6,566人×0.341)の非常勤者から構成されてい



資料24 -般診療所におけるマッサージ師数、柔整師数及び理学療法士数 (常勤換算)の年次推移

ることになる。

資料24で示した2008年 (調査月直近)のマッ
サージ師の従事者数4,639.3人は常勤換算値であ

り単純に比較はできないが、診療所における人

員統計のピークが5,498人の(1996年)であったこ

とから、上記の値は実際より過大に推計された

可能性が高い。

しかしながら、筆者らの調査では三療自営業

者の3.9%が「病院。医院」に副業で従事してい

たの。また、別の調査0に よると、三療施術所に

従事する就業マッサージ師数は、2002年 10月

時点で推定71,500人であったので、医療機関に

副業で従事 している人員は概数で2,710人

(71,500人 ×0.039)と 推計される。非常勤と常勤

比率1対 1.5〔同 p.93 Ⅳ.3.(7)〕 を、この人員に

そのまま当てはめれば、常勤マッサージ師は概

ね4,060人 (2,710× 1.5)と なる。同調査では「病

院」と「医院」の割合は不明であるが、仮に、

2,710人の非常勤の多くが診療所に従事してい

たとすれば、この合計数は概ね前記6,570人 と

近似する。

ところで、マッサージ導入施設の開設診療科

目〔同 p.89～ 90〕 から、マッサージ療法が主に運

動器系を中心とした疾患に実施されている実態

が伺えたが、マッサージ師の中に「運動療法機能

フ6◆ 医道の日本 第799号 (平成22年 4月 号)2010年

訓練技能認定資格」及び「運動器リハビリテーシ

ョンセラピスト認定資格」の取得者がきわめて少

なかった結果は、診療所に従事するマッサージ

師の間にこれらの資格が未だ浸透していないこ

とを意味している。診療所の経営にとって、こ

れらの資格取得者が行う運動療法には運動器リ

ハ料の I及びⅡ、脳血管リハ料の Ⅱ及びⅢの

診療報酬が加算される。今回の調査で運動療法

従事率が 17.1%〔同 p.94〕 にとどまった背景には、

こうした報酬の加算要件を満たすマッサージ師

が少なかった事情があるのかもしれない。

(2)鍼灸師と柔整師のマッサージ従事者について

本論では、マッサージ業務に従事する鍼灸師

が全国の診療所に概算で1,400人 と推計した。

一方、鍼灸業務に従事する鍼灸師数を概算で

4,400人と試算したが、一人の鍼灸師がマッサー

ジ業務と鍼灸業務を掛け持ちしている事例も少

なくないものと思われる。いずれにせよ、かな

りの鍼灸師が診療所のマッサージ業務に参入し

ている実態が浮き彫りになった。その背景に、

鍼灸師養成施設が急増した一方で、その卒業生

を吸収し得ない鍼灸市場 (業界)の問題が垣間見

える。

また、マッサージ業務に従事する柔整師を

4,187人 と推計したが、前述の鍼灸師と同様、

02年① 05年 08年② ①―② (e) e/(D
マッサージ師数 (a) 4,978.0 5,192.8 4,639.3 -338.7 -6.80%
占有率 (a/d) 49.3% 44.0% 32.5%

柔整師数 (b) 1,670.6 2,129.2 2,930.8 1,260.2 75.43%
占有率 (b/d) 16.5% 18.1% 20.6%

理学療法士数 (c) 3,458.0 4,471.0 6,683.0 3,225.0 93.26%
占有率 (c/d) 34.2% 37.9% 46.9%

合  計 (d)
10,106 11,793 14,253 4,147.0 41.04%
100.0 100.0 100.0



柔整師の養成数が急増している状況を反映して

いるものと思われる。その背景の考察について

は後述する。

(3)無免許者について

本誌2010年 3月号 p.90～ 93で見たように、本

論では全国の診療所でマッサージ業務に従事す

るカイロ・整体師等のいわゆる「無免許者」を、

概数で、全国の診療所 1,000施設に2,000人と推

計した。

既述のように、医師、マッサージ師以外の者

が医療機関内でマッサージを業として行うこと

は、PTと柔道整復業の範囲で行うマッサージ

を除き違法である。2千人もの無免許者による

こうした行為が1千件の診療所で日常化・常態

化しているとすれば、健全な国民衛生の向上・

発展と正統な医療従事者の身分保全の観点から

憂慮すべきであり、深刻な事態と言わぎるを得

ない。

3.診療所における鍼灸従事者の現況と課題

冒頭で述べたように、鍼灸療法は療養担当規

則の規定により保険医療の対象から除かれてい

る。それにもかかわらず、鍼灸を診療に取り入

れている診療所の規模は5.6%(5,550施 設)であ

り、マッサージの導入率7.0%に近接していた。

また、これらの施設で鍼灸業務に従事している

人員は推定8,300人余りだったが、その内訳を

見ると、医師が3,960人、鍼灸師が4,360人 と僅

差であった。このことは、医療サービスとして

の鍼灸の価値が医師ないし医療の現場に根ざし

つつあることを示す結果であり喜ばしいが、そ

の反面で、鍼灸の普及が、鍼灸師の雇用市場の

拡大と必ずしもイコールにならない可能性を含

意している。今後の鍼灸師雇用に積極的な意向

を示した診療所が、全体の1.2%に とどまった事

実は、そのことを物語っているのではないだろ

うか。

4.経営評価について

マッサージ師の雇用について、費用対効果で

「大変満足」とした回答が2割にとどまったこと

は、患者サービスの面では高い評価〔同p.95Ⅳ。

3.(10)〕 を示しつつも、診療報酬の低さ (35点 )

に対する経営者の不満感を覗かせている。

一方、鍼灸師雇用に対する費用対効果と患者

ニーズの評価で、満足群がいずれもマッサージ

師雇用に対する評価を上回ったこと〔本編 Ⅳ。4.

(5)鍼灸師雇用に対する満足度〕は、鍼灸が、診

療所の経営と患者サービスにかなりの役割を果

たしている実態を示すもので興味深い。とくに

費用対効果の評価で、「満足群」が3分の2を 占

め、中でも「大変満足」が約36%と 高率だったこ

とは、鍼灸導入施設の多くが、鍼灸施術に一定

額の費用を徴収している可能性を示唆している。

しかしながら、患者ニーズの満足度で「大変満

足」が1割台半ばにとどまったことは、鍼灸の治

療効果に対する評価と解釈すべきかどうか、本

調査結果からは読み取れない。施術費用の徴収

率と徴収金額を含め、今後の課題である。

5.マッサージ師数の推移と今後の動向

診療所に従事するマッサージ師数の調査は、

1971年 から3年ごとに行われている。しかし、

2002年 から調査方法が人員方式から常勤換算方

式に改められたため、直近 (2008年 )の統計と比

較できるのは02年 と05年のデータのみであるが、

この6年間のマッサージ師数の推移を見たとこ

ろ、338.7人 (6.8%)減少していた (資料24)。 一

方、1999年 までの人員統計では96年の5,498人

が最多であり、診療所におけるマッサージ師数
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資料27(資料24を グラフ化したもの) 資料28(資料26を グラフ化したもの)
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数、柔整師数、PT数が描くそれぞれの増減カ

ーブと、同期間における各国試合格者数の増減

カーブの間に非常に強い相関が認められた(資料

27、 28)。 すなわち、診療所における3職種の

マッサージ従事者数と国試合格者数の相関係数

は、マッサージ師0.73、 柔整師0.96、 PTO.99で

あった。よって、診療所におけるマッサージ師

の雇用需要の衰勢に、PT数と柔整師数の急増

が深く関与していることが強く示唆された。

では、診療所において、マッサージ師の需要

が落ち込む一方で他2職種が重用されるのはな

ぜだろうか。一般に、医療提供者の業務には専

門性・独占性が強く、「米とパン」の関係のよう

な財の代替性は乏しい (医師の業務には代替性

は欠如している)。 しかし、診療所でマッサージ

師が行う主な業務 (マ ッサージ、物理療法、運

動療法)は弾力性が高く、PTや柔整師による代

替が可能である。サービスが競合する診療所の

市場では、報酬の多寡が需要を左右するので、

豊富な供給量とも相まって、PTが急増してき

た必然がある。すなわち、PTを雇えば、運動療

法 (理学療法)に高い診療報酬が加算される上に

「マッサージ」の戦力にもなる。

一方、柔整師が行うことのできる法定施術

08年

(柔道整復師法〔昭和45年法律第19号〕第17条 )

のうち、脱臼患部に対する整復術は専門性が高

く、マッサージやPTが代替することは困難で

ある。また、前回述べたように「柔道整復業務

に附随する範囲」において、マッサージが容認さ

れている他、レントグン業務に係る補助を兼ね

る要員として雇用する整形外科も、人材確保の

容易さ (=供給量の多さ)等の理由から、少なか

らず増えているのではなかろうか。

以上、医療機関におけるマッサージ師減少の

背景と理由を考察したが、その妥当性について

は、鍼灸師との競合の実態もあり、更なる検証

を待たねばならない。しかしながら、本考察が

投げかけるものは、マッサージ師の専門性とは

何かという本質的な課題である。医療の市場に

身を置く以上、マッサージ師の専門性の確立な

くして、マッサージの診療報酬問題 (四半世紀

にわたって35点に据え置かれている問題)の解

決は難しいだろうし、従事者数のさらなる減少

は必至と言わぎるを得ない。したがって、この

課題をこのまま放置するならば、かつて隆盛に

あったいわゆる「病院マッセル (病院や診療所に

従事するマッサージ師の通称)」 の灯が消えゆく

可能性は否定できない。
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